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９. ４から８までに掲げる事業及び措置の総合的かつ一体的推進に関す
る事項 

 

[１] 市町村の推進体制の整備等 

(1) 中心市街地活性化を総括する組織 

本市は、中心市街地を含めた集約拠点に都市機能の集約を図るなど、まちづくり施策の企

画・調整を所掌する都市整備局都市計画課住宅・まちづくり推進室において、庁内の関係部

局との調整・連携を図りながら、中心市街地活性化基本計画の作成を担当しています。 

  

(2) 庁内の連絡調整のための会議 

本市は、第１期計画から中心市街地活性化基本計画に関する施策を総合的かつ一体的に計

画し、推進していくため、庁内推進会議を組織し、その下部組織として幹事会を設け、関係

部局の連絡・総合調整を行っています。 

本計画認定後は、事業の進捗管理を当該会議で共有し、各事業が総合的かつ一体的に進め

られるようにするため、連携を密に図っていくこととします。 

 

開催日 会議名 議題 

平成 18 年 

５月 30 日 
庁内推進会議・幹事会合同会議 

・ 基本計画策定方針について 

・ 策定スケジュールについて 

平成 18 年 

９月１日 
庁内推進会議幹事会 

・ 改正中心市街地活性化法に関する現在の状況に

ついて 

・ 中心市街地活性化のための実施すべき事業につ

いて 

平成 18 年 

10 月 31 日 
庁内推進会議幹事会 

・ 中心市街地活性化を牽引する事業の位置付けと

これまでの事業実施について 

・ 市民アンケート調査結果概要と課題について 

・ ヒアリングシート作成について 

平成 19 年 

１月 24 日 
庁内推進会議幹事会 ・ 基本計画（案）について 

平成 19 年 

２月 13 日 
庁内推進会議 ・ 基本計画（案）について 

平成 20 年 

５月 21 日 
庁内推進会議・幹事会合同会議 

・ 高松市中心市街地活性化基本計画への追加事業

について 

・ 平成 19 年度フォローアップに関する報告につ

いて 

平成 21 年 

１月 28 日 
庁内推進会議・幹事会合同会議 

・ 高松市中心市街地活性化基本計画掲載事業の変

更について 

・ フォローアップに関する報告について 
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開催日 会議名 議題 

平成 22 年 

７月 12 日 
庁内推進会議幹事会 

・ 認定中心市街地活性化基本計画のフォローアッ

プに関する報告について 

・ 掲載事業取組状況について 

・ まちなか居住推進事業における他都市の事例に

ついて 

平成 22 年 

７月 22 日 
庁内推進会議 

・ 認定中心市街地活性化基本計画のフォローアッ

プに関する報告について 

・ 掲載事業取組状況について 

・ まちなか居住推進事業における他都市の事例に

ついて 

平成 23 年 

８月 29 日 
庁内推進会議幹事会 

・ 認定中心市街地活性化基本計画のフォローアッ

プに関する報告について 

・ 次期中心市街地活性化基本計画掲載事業につい

て 

平成 24 年 

６月 26 日 
庁内推進会議幹事会 

・ 第２期中心市街地活性化基本計画（仮称）を策

定するための、市民意識調査の実施について 

・ 第２期中心市街地活性化基本計画（仮称）への

掲載事業について 

平成 24 年 

７月 26 日 
庁内推進会議 

・ 第２期高松市中心市街地活性化基本計画（仮称）

について 

平成 24 年 

11 月 22 日 
庁内推進会議 

・ 第２期高松市中心市街地活性化基本計画（仮称）

について 

・ 今後のスケジュールについて 

平成 27 年 

１月 14 日 
庁内推進会議 

・ 第２期高松市中心市街地活性化基本計画の変更

（案）について 

・ 平成 26 年度 第２期高松市中心市街地活性化

基本計画の進捗状況について 

平成 31 年 

３月 28 日 
庁内推進会議 

・ 第３期高松市中心市街地活性化基本計画（案）

について 

令和６年 

８月２日 
庁内推進会議幹事会 

・ 第４期高松市中心市街地活性化基本計画（素案）

について 
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(3) 中心市街地活性化基本計画庁内推進会議・幹事会委員名簿 

（推進会議）          （幹事会）            令和６年７月１日現在 

区分 職名  区分 部局 職名 

委員長 都市整備局長  幹事長 都市整備局 都市整備局次長（都市計画課担当） 

委員 政策局長  幹事 

政策局 

政策課長 

 総務局長  広聴広報・シティプロモーション

課  財政局長  

 市民局長  市民局 人権・男女共同参画推進課長 

 健康福祉局長  

健康福祉局 

障がい福祉課長 

 環境局長  子育て支援課長 

 創造都市推進局長  こども保育教育課長 

 教育局長  

創造都市推

進局 

産業振興課長 

   観光交流課長 

   文化芸術振興課長 

   文化財課 

   スポーツ振興課長 

   美術館美術課長 

   

都市整備局 

都市計画課長 

   都市計画課住宅・まちづくり推進

室長 

   交通政策課長 

   道路整備課長 

   公園緑地課長 

   教育委員会

教育局 
生涯学習課長 
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(4) 高松市中心市街地活性化基本計画庁内推進会議設置要綱 

 

 

高松市中心市街地活性化基本計画庁内推進会議設置要綱 

 

  （設置） 

第１条 本市の中心市街地の活性化に関する施策を総合的かつ一体的に推進するための基本的

な計画（以下「基本計画」という。）を策定するとともに、基本計画に定める事業を推進するた

め、高松市中心市街地活性化基本計画庁内推進会議（以下「推進会議」という。）を置く。 

  （所掌事項） 

第２条 推進会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

⑴ 基本計画の策定に関すること。 

⑵ 基本計画の策定及び推進に係る各部局間の連絡並びに総合調整に関すること。 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、前条に規定する推進会議の目的を達成するために必要な事

務 

（組織等） 

第３条 推進会議は、委員長及び委員で組織し、別表第１に掲げる職にある者をもって充て

る。 

２ 委員長は、会務を総理し、推進会議を代表する。 

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指名する委員

が、その職務を代理する。 

（会議） 

第４条 推進会議は、委員長が招集し、委員長は、会議の議長となる。 

２ 委員長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見を聴くことができ

る。 

（幹事会） 

第５条 推進会議に、幹事会を置く。 

２ 幹事会は、幹事長及び幹事で組織し、別表第２に掲げる職にある者をもって充てる。 

３ 幹事会は、第２条各号に掲げる事務について調査研究する。 

４ 幹事会の運営については、委員長が定める。 

（庶務） 

第６条 推進会議及び幹事会の庶務は、都市整備局都市計画課住宅・まちづくり推進室におい

て行う。 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、委員長が定め

る。 
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附 則 

 この要綱は、平成 12年７月 21日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 13年７月 19日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 18年５月 15日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 19年 10月 22日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 20年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 21年６月 25日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 22年７月６日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 23年８月 29日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 24年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 25年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 26年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 28年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 29年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 30年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 31年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年７月１日から施行する。 
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(5) 高松市議会における中心市街地活性化の審議 

高松市市議会における中心市街地活性化に関する審議及び討議の内容 

時期 審議内容 

平成 29年 12月 

12月定例会 

（質問要旨） 

第２期高松市中心市街地活性化基本計画の目標の評価指標である、中央

商店街の空き店舗率・歩行者通行量、居住人口の割合の状況について伺い

ます。 

（回答要旨）市民政策局長 

第２期高松市中心市街地活性化基本計画の目標の評価指標である、中央商

店街の空き店舗率・歩行者通行量、居住人口の割合の状況については、中

央商店街の空き店舗率は、平成 24年度 16.6％であったものが、現時点 28

年度の数字となりますが、17.3％へと 0.7ポイント増加、目標値 14.9％に

対しましても 2.4ポイント上回っております。 

 歩行者通行量は、24年度 13万 1,800人であったものが、29年度では悪

天候の影響もあり、10.1％減の 11 万 8,600 人で、約 1 万 3,000 人減少し

ており、目標値 14 万 1,000 人に対しましても 2 万 2,400 人と、大きく下

回っておりますが、28年度は 13万人と、通行量が多い年もございました。 

 居住人口の割合は、24年度 4.8％だったものが、29年度 4.8％と変わら

ず、目標値 5.1％に対しては 0.3ポイント下回っております。 

（質問要旨） 

第３期高松市中心市街地活性化基本計画を策定する目的について伺い

ます。 

（回答要旨）市長 

 本市では、中心市街地活性化基本計画を、平成 19 年度に策定した第１

期計画においては、高松丸亀町商店街の再開発事業など、市街地の整備改

善事業を、25年度に策定した第２期計画におきましては、文化芸術などの

ソフト事業を中心として、さまざまな取り組みを行ってきたところでござ

います。 

 中央商店街等におきましては、徐々にではございますが、かつての、に

ぎわいを取り戻しつつあると存じます。 

 今後におきましても、これまでの取り組みにおける検証結果も踏まえな

がら、引き続き、丸亀町商店街の再開発事業のほか、中央商店街南部エリ

アの活性化など、商店街を中心とした、にぎわい創出に向けた取り組みが

必要と考えているところでございます。 

 中心市街地活性化基本計画に基づく中心市街地の活性化は、本市におけ

る、にぎわいの創出はもとより、少子・高齢化時代におきましても、都市

的利便性が享受できる都市の実現を掲げた、多核連携型コンパクト・エコ
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時期 審議内容 

シティにおける広域交流拠点の形成につながるものでございます。 

 さらには、四国内及び環瀬戸内海圏における本市の拠点性の強化などを

目的として、国の支援も活用しながら、官民を挙げて進めている極めて重

要な取り組みでございます。 

 このようなことから、引き続き、計画的に取り組むため、30年度を始期

とする第３期計画を策定しようとするものでございます。 

（質問要旨） 

第３期高松市中心市街地活性化基本計画の策定に当たっては、アンケー

ト調査や第２期高松市中心市街地活性化基本計画の検証などを十分行い、

現状を踏まえ、課題解決ができる計画とする考えについて伺います。 

（回答要旨）市民政策局長 

第２期計画では、現在のところ評価指標の目標値を達成できていない状

況にございますことから、第３期計画の策定に当たりましては、中心市街

地来訪者等へのアンケート調査や、これまでの計画の検証などを十分に行

うとともに、行政・文化施設などの都市機能の立地や公共交通の利用状況

など、さまざまな観点から現状把握やニーズ分析等を行ってまいりたいと

存じます。 

 この結果をもとに、課題を明確にした上で、事業の実施主体となる各商

店街振興組合を初めとする関係者はもとより、市議会の皆様の御意見もお

伺いしながら、課題解決に向けて実効性のある計画として取りまとめてま

いりたいと存じます。 

（質問要旨） 

第３期高松市中心市街地活性化基本計画策定スケジュールについて伺

います。 

（回答要旨）市民政策局長 

今議会で議決をいただいた後、来年１月に公募型プロポーザルにより業者

選定を行い、順次、計画策定業務委託業者と契約を締結し、アンケートの

実施や第２期計画の検証、第３期計画登載事業の検討などを行った上で、

５月ごろに素案を取りまとめる予定としております。 

 その後、内閣府など関係省庁等との協議を行いながら、計画案を 10 月

に国へ申請し、11月に認定をいただく予定としております。 
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時期 審議内容 

（質問要旨） 

 中央商店街の中でも、丸亀町商店街だけに莫大な税金を投入しているの

はなぜかを伺います。 

（回答要旨）市長 

丸亀町商店街の市街地再開発事業は、疲弊しつつある商店街を、商都高

松の顔としてふさわしい、活力に満ちた商店街に再生するために、権利者

みずから再開発事業組合員として参画し、商店街づくりに携わるという民

間主導の事業でございます。 

 こうした民間主導の再開発事業につきましては、瓦町駅西地区におきま

しても、平成６年度に準備組合設立に向けた推進協議会が発足し、翌７年

度には基本計画調査も実施する中で、本市も指導・助言等を行っておりま

した。 

 しかしながら、これらの動きも含め、再開発事業で現在までに事業化に

至ったものは、丸亀町商店街のＡ街区及びＧ街区の２地区と 14 年に竣工

した片原町駅西第３街区でございます。 

 本市といたしましては、このような再開発事業は、中心市街地の活性化

を図る上からも重要な事業であると認識しておりますことから、引き続

き、民間主導で行われる再開発事業につきましては、これを支援してまい

りたいと存じます。 

（質問要旨） 

 丸亀町再開発事業だけに莫大な税金を投入するのではなく、特に空き店

舗率の高い高松南部３町商店街の活性化について、真剣に検討すべきだと

考えます。 

（回答要旨）市長 

南部３町商店街の活性化につきましては、本市として、これまで、にぎ

わい創出や情報発信の拠点となるブリーザーズスクエア等の開設を初め、

昨年度は、南部３町商店街プロジェクトが実施いたしました。まちの案内

アプリの開発や、若者が集える拠点としての交流スペースの整備に対し、

支援を行ったところでございます。 

 今後におきましても、南部３町商店街が実施する自主的な取り組みへの

積極的な支援や、新規出店補助制度等の活用を通じて、南部３町商店街の

活性化に努めてまいりたいと存じます。 
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時期 審議内容 

（質問要旨） 

第３期高松市中心市街地活性化基本計画の策定に当たっては、高齢者や

障害者団体・各商店街振興組合や業者の代表等も参加する審議会等を設置

するべきだと考えます。 

（回答要旨）市民政策局長 

中心市街地活性化基本計画の策定に当たり、計画に記載された事業を実

施しようとする事業者や、中心市街地で事業を営む事業者、地域住民の代

表などで構成される法定協議会である中心市街地活性化協議会から、意見

を聴取することとされております。 

 本市では、高松商工会議所が事務局となって、既に中心市街地活性化協

議会を設置しておりますことから、お尋ねの審議会等の設置は考えており

ませんが、高松市社会福祉協議会がその構成員となっておりますことか

ら、計画策定に当たり、当該協議会の場において福祉的観点から御意見を

いただけるものと存じております。 

 また、計画取りまとめの各段階においては、地元説明会やパブリックコ

メントを実施するなど、幅広く市民の皆様から御意見をお伺いし、可能な

限り計画に反映させてまいりたいと存じます。 

平成３０年３月 

３月定例会 

（質問要旨） 

市内中心部に市民が居住するような取り組みは、どのように行ってきた

のか。また、どのような課題があるのか、お聞かせください。 

（回答要旨）都市整備局長 

＜取組について＞ 

本市では、線引き廃止後の平成 19年５月に、高松市中心市街地活性化基

本計画を策定し、市街地の整備改善や都市福利施設の整備、商業の活性化

などに資する事業について、民間と連携して取り組んでいるところでござ

います。 

 街なか居住の促進に関する主な取り組みといたしましては、基本計画の

リーディングプロジェクトである高松丸亀町商店街Ｇ街区市街地再開発

事業を初め、民間マンション開発などにより、約 3,000戸の都市型住宅が

整備されているところでございます。 

 あわせて、安全で安心して暮らし続けられるまちとするため、中心市街

地東部の浸水対策や高潮対策事業等を完了するとともに、中心市街地に住

み、訪れる人々の回遊性が向上するよう、まちなかループバスなど公共交

通の利便性の向上に努めるなど、街なか居住の促進に資する各種の取り組

みを行っているところでございます。 

＜課題について＞ 

街なか居住につきましては、立地適正化計画に基づき、居住誘導区域外
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における規制方策にあわせて居住誘導区域内へ緩やかに居住が誘導でき

るよう、都市機能及び居住の効果的な誘導方策を構築することが課題であ

ると存じます。 

（質問要旨） 

今回の規制をすることにより、若い人たちが市外に流出すると考える

が、その見解をお聞かせください。 

（回答要旨）都市整備局長 

若者が住居購入を検討する際に、取得価格を重視することは一定の理解

ができるところでございます。その一方で、国が行った平成 25 年住生活

統合調査によりますと、居住選択時に重要視される項目には、防災・治安・

店舗・医療など日常生活の利便性等がございます。 

 本市といたしましては、人口減少に伴い、さまざまな悪影響が懸念され

る中にあっても、活力を失わず、安全で安心して暮らし続けられる持続可

能なまちづくりを推進し、さらには、人口減少を食いとめる、もしくは、

人口を呼び戻すことのできる都市として魅力を高めるよう取り組んでま

いりたいと存じます。 

平成 30年６月 

６月定例会 

（質問要旨） 

平成 25年６月から本年３月までの４年 10カ月を計画期間とする、第２

期中心市街地活性化基本計画の総括をお聞かせください。 

（回答要旨）市長 

本市では、平成 19 年度に策定した第１期中心市街地活性化基本計画に

おいて、丸亀町商店街の再開発事業など市街地の整備改善事業を、また、

25年度に策定した第２期計画においては、瓦町ＦＬＡＧのリニューアルオ

ープンや、まちなかループバスの運行などに、関係事業者と連携して取り

組んでまいったところでございます。 

 しかしながら、御指摘をいただきましたように、第２期計画に掲げた中

央商店街の空き店舗率など、３つの評価指標は、どれも目標値達成には至

りませんでした。 

 一方で、再開発事業などのハード整備に加えて、まちなかパフォーマン

ス事業などのソフト施策の展開によりまして、中央商店街におきまして

は、徐々にではございますが、かつてのにぎわいを取り戻しつつあるもの

と実感をいたしているところでございます。 

 私といたしましては、第２期計画の検証を十分に行い、現状を踏まえた

課題等を整理した上で、引き続き、中央商店街南部エリアの活性化など、

商店街を中心とした、更なるにぎわい創出に向けた効果的な施策事業の展

開が必要であるものと考えております。 
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（質問要旨） 

第３期中心市街地活性化基本計画策定に当たっての基本的な考え方を

お聞かせください。 

（回答要旨）市長 

第３期中心市街地活性化基本計画につきましては、本市が目指すコンパ

クトなまちづくりの方向性を踏まえつつ、昨今のインバウンド需要など、

社会情勢の変化を的確に捉えて取りまとめていく必要があるものと存じ

ます。 

 このような考えのもと、先月 11 日に開催されました中心市街地活性化

協議会では、高松空港運営の民間委託や新県立体育館を中心としたＪＲ高

松駅周辺整備などのゲートウエイ機能の充実によるインバウンド等、域外

からの流入を喚起する取り組みのほか、コンパクト・プラス・ネットワー

クの観点から、公共交通の利便性の向上や街なか居住の推進につながる施

策の展開など、第３期計画策定に向けての基本となる方針をお示ししたと

ころでございます。 

 今後におきましては、先ほど申し上げました第２期計画の検証のほか、

今後実施を予定しております訪日外国人等へのアンケートの結果等を踏

まえ、戦略的で実効性のある第３期計画登載事業を検討し、中心市街地活

性化協議会や市議会の御意見もお伺いするとともに、内閣府など関係省庁

等との協議を行いながら、年内に計画案を取りまとめ、本年度内を目途に

国の認定が得られるよう、策定に向けて取り組んでまいりたいと存じま

す。 

平成 30年９月 

９月定例会 

（質問要旨） 

第２期計画には、商店街のすぐ近くでもにぎわいが見られないとの報告

もされています。丸亀町商店街の売り上げの状況、周辺商店街への波及効

果、市税収入は増加しているのか、地元商店主のかかわり等はどうなって

いるのでしょうか。 

（回答要旨）市長 

丸亀町商店街におきましては、Ａ及びＧ街区で法定の市街地再開発事業

を、また、Ｂ・Ｃ街区では、部分的な共同建てかえを任意事業として行っ

てきたところでございます。 

 この再開発事業は、全国的にも脚光を浴び、現在も各地からの視察が絶

えない状況でございまして、都市機能の集約やにぎわいの創出による町の

魅力向上のみならず、建築物の防火・耐震性能の向上が図られるなど、本

市中心部における持続可能でにぎわいと活力のある、安全・安心なまちづ

くりに寄与している事業であると存じております。 

 お尋ねの、経済効果につきましては、経済の複合的側面もあり、単純に
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算出することは困難でございますが、再開発事業の振興に伴い、丸亀町商

店街におきましては、各種イベントなどが開催され、通行量や空き店舗率

の改善の兆しが見られており、このような、にぎわいが創出されることに

より、売上額の増加にもつながるほか、建物の更新などにより、市税の税

収面においても好影響を与えるなど、一定の経済効果があらわれていると

ころでございます。 

 また、地価につきましても、国が公表した本年１月１日時点における地

価公示では、本市の商業地におきまして上昇に転じる地点が、昨年の３地

点から 16 地点に増加するなど、地域経済を牽引する効果もあらわれてき

ているところでございます。 

（質問要旨） 

丸亀町商店街再開発事業へ、莫大な税金を投入した経済効果の検証、市

内の商店街が衰退している状況から、丸亀町商店街だけに一極集中して税

金を投入すべきではないと考える。 

（回答要旨）市長 

丸亀町商店街の市街地再開発事業は、疲弊しつつある商店街を、商都高松

の顔としてふさわしい活力に満ちた商店街に再生するために、権利者みず

から再開発事業組合員として参画し、商店街づくりに携わるという、民間

主導の事業でございます。 

 本市といたしましては、このような再開発事業は、中心市街地の活性化

を図る上からも重要な事業であると認識しておりますことから、南部３町

商店街を初めとする各商店街等の自主的な取り組みに対しましても、助言

や支援を適切に行いながら、中心市街地の活性化に努めてまいりたいと存

じます。 

（質問要旨） 

第２期中心市街地活性化基本計画のニーズ調査結果を踏まえた第３期

計画とする考えを伺います。 

（回答要旨）市長 

現在、策定を進めております第３期計画につきましては、第２期計画に

掲げた目標の達成状況を検証しながら、登載事業の見直し・改善を検討し

ているところでございます。 

 これに加え、昨今のインバウンド需要等、域外からの流入を喚起する取

り組みのほか、公共交通の利便性向上や街なか居住の推進につながる施策

の展開など、戦略的で実効性のある新たな登載事業を検討し、中心市街地

活性化協議会や市議会の御意見もお伺いするとともに、内閣府など関係省

庁との協議を行いながら、鋭意、策定してまいりたいと存じます。 
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（質問要旨） 

とりわけ空き店舗率の高い高松南部３町商店街の活性化、特に常磐町商

店街の巨大な空きビルの問題について真剣に検討するために、高松市・地

元大学・商店街等で構成する対策会を立ち上げるべきだと考えます。 

（回答要旨）市長 

本市では、これまで、南部３町商店街のにぎわい創出や情報発信の拠点

となるブリーザーズスクエア等の開設や、町の案内アプリの開発、交流ス

ペースの整備、また、今年度新たに設けられたまちの活性化拠点施設マチ

カドプラザの運営について支援するなど、さまざまな取り組みを通じて、

活性化に努めてきたところでございます。 

 御質問の、対策会につきましては、既に本市や地元大学・商店街振興組

合連合会などで構成された高松市中心市街地活性化協議会や瓦町駅周辺

の商店街振興組合等で構成された瓦町駅周辺まちづくり協議会などが設

置され、常磐町商店街を初めとする商店街の活性化について議論していた

だいているところでございまして、新たな組織を設置することは考えてお

りません。 

令和元年６月定

例会 

（質問要旨） 

 第３期高松市中心市街地活性化基本計画を踏まえ、さらなる中心市街地

の活性化に取り組む考えについてお聞かせください。 

（回答要旨）市長 

 今月 19 日に、内閣総理大臣の認定をいただきました第３期高松市中心

市街地活性化基本計画につきましては、第２期計画に掲げた中央商店街の

空き店舗率など、三つの評価指標のいずれもが目標値の達成に至らなかっ

たことから、その十分な検証のほか、現状を踏まえた課題等を整理した上

で、中心市街地活性化協議会や市議会の御意見もお伺いしながら策定を行

ったものでございます。 

 第３期計画では、計画期間を来月から令和６年度末までとして定める

中、昨今のインバウンド需要等、域外からの流入を喚起する取り組みのほ

か、情報発信による回遊性の向上や町なか居住の推進につながる施策の展

開を基本方針に掲げ、戦略的で実効性のある 48 の施策・事業を登載いた

しております。 

 具体的には、新県立体育館を中心としたＪＲ高松駅周辺整備事業を初

め、大工町・磨屋町地区と常磐町地区における共同住宅や子育て支援施設

などのハード整備とともに、居住誘導区域内への居住を誘導していくため

のインセンティブとなる住宅ローンの軽減や、移住・定住を促進するソフ

ト施策なども位置づけているところでございます。 

 このたびの第３期高松市中心市街地活性化基本計画の認定は、サンポー

トと中央商店街との回遊性の向上や中央商店街南部エリアの活性化など、

商店街を中心とした、さらなるにぎわいの創出に向けた効果的な施策・事
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業の展開を後押しするものであり、本市といたしましては、引き続き、国

の支援等を最大限に活用するとともに、関係機関と連携しながら、中心市

街地のさらなる活性化に、鋭意、取り組んでまいりたいと存じます。 

 

（質問要旨） 

瓦町駅周辺のまちづくりのうち、常磐町地区優良建築物等整備事業などを

契機とした、中央商店街南部地域の活性化に取り組むお考えについてお聞

かせください。 

（回答要旨）都市整備局長 

本市では、これまで中央商店街南部地域の活性化に向け、情報発信拠点

の開設を初め、町の案内アプリの開発や若者が集える交流スペースの整備

などに対し、支援を行ってきたところでございます。また、平成元年まで、

ジャスコが経営していた場所において、診療所や子育て支援施設を含め

た、地上十数階建て 100戸程度の分譲マンションを供給しようとする、こ

のたびの常磐町地区優良建築物等整備事業に対しても、支援を予定してい

るところでございます。 

 このような中、先月 19 日に、内閣総理大臣の認定を受けた第３期高松

市中心市街地活性化基本計画では、中央商店街南部エリアの活性化に向け

た基幹事業として、この事業を位置づけておりまして、今後、効果的な事

業展開の後押しが期待できるものと存じております。 

 本市といたしましては、こうした国の支援等を最大限に活用するととも

に、常磐町商店街を初めとする南部３町商店街が実施する自主的な取り組

みや、新規出店補助制度の活用などを通じて、関係機関と連携しながら、

引き続き、中央商店街南部エリアの活性化に取り組んでまいりたいと存じ

ます。 

令和２年６月定

例会 

（質問要旨） 

 丸亀町商店街再開発事業費のうち、市民の意見を取り入れ、公益性を確

保した都市型住宅整備の考えについて伺います。 

（回答要旨）市長 

 大工町・磨屋町地区市街地再開発事業の実施に向けましては、都市計画

決定に係る説明会の開催のほか、本事業を基幹事業として位置づけてい

る、第３期高松市中心市街地活性化基本計画の策定に当たり、地域住民の

代表などで構成される、法定協議会である中心市街地活性化協議会からの

意見聴取や、パブリックコメントの実施など、幅広く市民の皆様から、御

意見をお伺いしているところでございます。 

 このような手続を経て、施工主体である地元再開発組合において、事業

計画が作成され、本年５月に、県から、権利変換計画の認可を受けたとこ

ろでございます。 

 お尋ねの都市型住宅の整備につきましては、中心市街地での居住の促進



‐103‐  

時期 審議内容 

など、本市が目指します、コンパクトなまちづくりの方向性とも合致する

とともに、地域価値の向上や、にぎわいの創出に寄与し、中心市街地の活

性化に資するものでございますことから、公益性は確保されているものと

存じます。 

令和５年９月定

例会 

 

（質問要旨） 

第４期中心市街地活性化基本計画の策定に向けた基本的な考え方をお

聞かせください。 

（回答要旨）市長 

本市では、これまで３期にわたる中心市街地活性化基本計画の認定を受

け、各種施策に関係者と連携して取り組んでいるところでございます。 

 このような中、中央商店街等では、コロナ禍により飲食店などの業種を

中心に大きな影響を受けましたことから、本年４月に開催されました高松

市中心市街地活性化協議会では、活力とにぎわいを取り戻すべく、令和７

年度からの向こう５年間を計画期間とする第４期計画の策定に取り組む

ことが確認をされたところでございます。 

 これを受け、現在、本市では、現行の第３期計画の評価・検証を行うと

ともに、第４期計画における基本方針等のほか、サンポートエリアと中央

商店街エリアの回遊性の向上や、デジタル技術を活用した情報発信など、

計画に位置づける施策・事業の検討を進めているところでございます。 

 今後、高松市中心市街地活性化協議会はもとより、市議会の御意見もお

伺いをしながら、本年度内を目途に素案を取りまとめ、来年度に国の認定

が得られますように、鋭意、取り組んでまいりたいと存じます。 

（質問要旨） 

 丸亀町商店街などの中心市街地への投資が、市域全体にどのように波及

すると考えるのかを伺います。 

（回答要旨）市長 

 本市では現在、丸亀町商店街の再開発事業など、中心市街地の活性化に

向けた施策事業に、関係者と連携しながら取り組んでいるところでござい

ます。これらにより、通行量や売上額の増加が図られておりますほか、例

えば丸亀町商店街Ａ街区では、再開発ビルの建設前と比べ、固定資産税が

約９倍になるなど、税収面で大きな経済効果が現れているとの民間データ

もあるところであります。 

 こうした中心市街地への投資は、新たな貴重な財源を生み出し、市域全

体の活力や魅力を高めていくための再投資を可能とするなど、地域社会に

好循環をもたらし、本市が目指す持続可能なまちづくりにも大きく寄与す

るものであると存じております。 
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[２] 中心市街地活性化協議会に関する事項 

(1) 中心市街地活性化協議会の概要 

中心市街地の活性化に関する法律第 15条第１項の規定に基づき、高松商工会議所及び高松

丸亀町まちづくり株式会社が共同設立者となり、平成 18年 11月 14日に中心市街地活性化協

議会を設置しました。 

  

(2) 構成員及び開催状況 

1)  構成員 

中心市街地活性化協議会の構成員は、中心市街地に関わる市街地整備、経済活力の向上、

公共交通の形成などに係る商工会議所、商店街、商業者、交通事業者、地域活動団体、ＮＰ

Ｏ法人などの主体を構成員とします。 

■高松市中心市街地活性化協議会構成員               令和６年４月１日現在 

構成員（団体名・企業名） 氏名 役職 

学校法人四国高松学園高松大学 佃   昌 道 学長 

高松商工会議所 新 池 伸 司 専務理事 

高松丸亀町まちづくり株式会社 明 石 照 夫 専務取締役 

国立大学法人香川大学大学院地域マネジメ

ント研究科 

原   真 志 教授 

香川県 寺 嶋 賢 治 商工労働部長 

高松市 板 東 和 彦 都市整備局長 

香川県高松北警察署 石 川 憲 作 交通官兼地域官警視 

株式会社日本政策投資銀行四国支店 八 方 良 太 次長兼企画調査課長 

高松中央商店街振興組合連合会 野 沢 道 雄 専務理事 

高松丸亀町商店街振興組合 古 川 康 造 理事長 

丸亀町グリーン株式会社 植 村   博 代表取締役 

高松丸亀町壱番街株式会社 真 鍋 秀 利 代表取締役 

株式会社高松三越 鈴 木 健 彦 代表取締役社長兼取締役営

業統括部長 

四国旅客鉄道株式会社 四之宮 和 幸 代表取締役専務総合企画本

部長 

高松琴平電気鉄道株式会社 河 田 悦 夫 管理本部長 

一般社団法人香川県バス協会 今 西 照 章 専務理事 

一般社団法人高松市医師会 網 本 哲 郎 事務局長 

株式会社高松南部３町商店街プロジェクト 細 溪 英 一 代表取締役 

有限会社ＣＯＮＥＲＩ 人 見 訓 嘉 代表取締役 

株式会社百十四銀行 香 西 志 帆 
 

社会福祉法人高松市社会福祉協議会 多 田 安 寛 常務理事 

高松市南部商店連合会 河 合 政 弘 副会長 
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（オブザーバー） 

構成員（団体名・企業名） 氏名 役職 

経済産業省四国経済産業局 松 岡 正 晃 産業部 商務・流通産業課

長 

国土交通省四国地方整備局 古 川 和 毅 建政部都市・住宅整備課長 

香川県 髙 林 和 男 商工労働部経営支援課長 

香川県 奥 村   武 土木部都市計画課長 

高松市 三 宅  秀 造 都市整備局次長兼都市計画

課長兼住宅・まちづくり推

進室長 

高松市 松 本   徳 創造都市推進局産業経済部

産業振興課長 

高松市 長谷山 隆 義 市民政策局次長兼政策課長 

公益財団法人かがわ産業支援財団 河 合 治 信 参与兼技術統括監兼企業振

興部長 

独立行政法人中小企業基盤整備機構 林   伸 次 高度化事業部まちづくり推

進室長 

高松商工会議所 長 井 一 喜 常務理事兼事務局長 

 

2)  開催状況 

会議回数 開催日 議題 

第１回 平成 18年 11月 14日 
・ 中心市街地活性化協議会の設置について 

・ 基本計画策定方針について 

第２回 平成 18年 12月 25日 
・ ヒアリング結果について 

・ 中心市街地活性化基本計画の進捗状況について 

第３回 平成 19年２月 16日 ・ 基本計画案について 

第４回 平成 19年２月 23日 ・ 基本計画案に対する意見の取りまとめについて 

第５回 平成 19年９月３日 

・ 中心市街地活性化基本計画について 

・ 丸亀町Ａ街区に続く再開発の状況について 

・ ＩＣカード活用による商業等活性化事業について 

・ 中心市街地商業活性化推進事業について 

・ ４町パティオ広場整備事業について 

第６回 平成 19年 11月 16日 ・ 特定民間中心市街地活性化事業計画について 
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会議回数 開催日 議題 

第７回 平成 20年５月７日 

・ 特定民間中心市街地活性化事業計画について 

・ 中心市街地活性化基本計画の事業追加について 

・ IruCa カード活用による中心市街地活性化平成 19 年

度事業報告・平成 20年度事業計画について 

・ 中心市街地活性化基本計画フォローアップ報告につ

いて 

第８回 平成 21年１月 26日 

・ 中心市街地活性化基本計画掲載事業の変更について 

・ 香川大学ミッドプラザについて 

・ 中心市街地活性化基本計画フォローアップ報告につ

いて 

第９回 平成 22年２月 15日 

・ 特定民間中心市街地活性化事業計画について 

・ 高松丸亀町商店街Ｂ・Ｃ街区小規模連鎖型再開発事業

について 

・ IruCa カード活用による商業活性化事業の平成 21 年

度実績報告について 

・ 高松丸亀町商店街Ｇ街区再開発事業について 

・ 中心市街地活性化基本計画フォローアップ報告につ

いて 

第 10回 平成 22年 11月 22日 
・ 特定民間中心市街地活性化事業計画について（高松丸

亀町商店街Ｇ街区市街地再開発事業） 

第 11回 平成 23年２月 14日 

・ 中心市街地活性化基本計画掲載事業の変更について

（Ｇ街区の実施主体、社会資本整備総合交付金制度の

創設） 

・ 中心市街地活性化基本計画フォローアップ報告につ

いて 

第 12回 平成 24年２月６日 

・ 高松市中心市街地活性化基本計画の変更について（基

本計画の計画期間延長、Ｇ街区の実施主体、歩行者空

間整備事業の実施期間） 

・ 中心市街地活性化基本計画フォローアップ報告（案）

について 

・ 高松丸亀町商店街Ｇ街区市街地再開発事業の進捗状

況についての報告 

・ 次期中心市街地活性化基本計画についての報告 

第 13回 平成 24年８月１日 
・ 第２期高松市中心市街地活性化基本計画（仮称）につ

いて 

第 14回 平成 24年 12月 26日 
・ 第２期高松市中心市街地活性化基本計画（仮称）（素

案）について 
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会議回数 開催日 議題 

第 15回 平成 25年２月 22日 

・ 現行計画のフォローアップ報告について 

・ 第２期高松市中心市街地活性化基本計画（仮称）（案）

に対する意見書の取りまとめについて 

第 16回 平成 25年２月 15日 
・ 第２期高松市中心市街地活性化基本計画（仮称）（案）

の変更点について 

第 17回 平成 26年２月 17日 
・ 平成 25 年度認定中心市街地活性化基本計画のフォロ

ーアップに関する報告（案）について 

第 18回 平成 26年７月２日 ・ コトデン瓦町ビルリニューアル計画について 

第 19回 平成 27年２月５日 

・ 第２期高松市中心市街地活性化基本計画の変更（案）

について 

・ 平成 26 年度 認定中心市街地活性化基本計画のフォ

ローアップに関する報告（案）について 

・ 瓦町駅核化プロジェクト事業経過報告について 

・ 特定民間中心市街地経済活力向上事業計画（案）につ

いて 

第 20回 平成 28年２月８日 

・ 第２期高松市中心市街地活性化基本計画の変更（案）

について 

・ 平成 27 年度 認定中心市街地活性化基本計画のフォ

ローアップに関する報告（案）について 

第 21回 平成 28年７月 28日 ・ 高松南部３町商店街の取り組みについて 

第 22回 平成 29年４月 21日 
・ 平成 28年度 認定中心市街地活性化基本計画のフォロ

ーアップに関する報告（案）について 

第 23回 平成 30年５月 11日 

・ 平成 28年度 第２期高松市中心市街地活性化基本計画

の最終フォローアップに関する報告（案）について 

・ 第３期高松市中心市街地活性化基本計画（仮称）の基

本的な考え方について 

第 24回 平成 30年８月 28日 
・ 第３期高松市中心市街地活性化基本計画（仮称）につ

いて 

第 25回 平成 30年 11月 21日 

・ 第３期高松市中心市街地活性化基本計画（素案）につ

いて 

・ ワーキンググループの設置等について 

第 26回 平成 31年２月 13日 
・ 第３期高松市中心市街地活性化基本計画（案）につい

て 

第 27回 平成 31年４月 24日 
・ 第３期高松市中心市街地活性化基本計画（案）に対す

る意見書のとりまとめについて 

第 28回 令和２年５月 21日 
・ 会長の選任について 

・ 監事の選任について 
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会議回数 開催日 議題 

・ 令和元年度 第３期高松市中心市街地活性化基本計画

のフォローアップ に関する報告（案）並びに報告（案）

に対する事務局（素案）について  

第 29回 令和２年 10月９日 

・ 第３期高松市中心市街地活性化基本計画の変更（案）

について  

・ 特定民間中心市街地経済活力向上事業計画（案）につ

いて  

第 30回 令和３年５月 10日 
・ 令和２年度第３期高松市中心市街地活性化基本計画

のフォローアップに関 する報告（案）について  

第 31回 令和３年 12月８日 
・ 令和元年度第３期高松市中心市街地活性化基本計画

の変更（案）について  

第 32回 令和４年４月 25日 

・ 会長の選任について 

・ 監事の選任について 

・ 令和３年度第３期高松市中心市街地活性化基本計画

のフォローアップ に関する報告（案）並びに報告（案）

に対する事務局（素案）について  

第 33回 令和４年 11月 11日 
・ 第３期高松市中心市街地活性化基本計画の変更（案）

について  

第 34回 令和５年４月 24日 

・ 令和４年度第３期高松市中心市街地活性化基本計画

のフォローアップに関 する報告（案）について  

・ 第３期高松市中心市街地活性化基本計画の変更(案)

について  

・ 第４期(次期)高松市中心市街地活性化基本計画(仮

称)の策定スケジュール(案)について 

第 35回 令和５年 11月 20日 

・ 第３期高松市中心市街地活性化基本計画の変更(案)

について  

・ 第３期高松市中心市街地活性化基本計画の検証につ

いて 

・ 第４期(次期)高松市中心市街地活性化基本計画(仮

称)の基本的な考え方について  

第 36回 令和６年２月 16日 
・ 第４期(次期)高松市中心市街地活性化基本計画（仮

称）の骨子(案)について 

第 37回 令和６年５月 15日 

・ 令和５年度 第３期高松市中心市街地活性化基本計

画の定期フォローアップに関する報告（案）について 

・ 第３期高松市中心市街地活性化基本計画の検証につ

いて 

第 38回 令和６年７月 23日 ・ 第４期（次期）高松市中心市街地活性化基本計画（素
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会議回数 開催日 議題 

案）について 

第 39回 令和６年 11月 19日 
・ 第４期高松市中心市街地活性化基本計画（案）に対す

る意見書の取りまとめについて 
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(3) 法第 15条各項の規定に適合していること 

法第 15 条各項の規定に基づき、適合した組織を構成していることについては、以下のとお

り。 

 

・第１項第１号の規定に基づき、当該中心市街地における都市機能の増進を総合的に推進するた

めの調整を図るのにふさわしい者として、まちづくり会社「高松丸亀町まちづくり株式会社」を

組織の構成員としています。（本市の出資比率は 5.0%） 

・第１項第２号の規定に基づき、当該中心市街地における経済活動の向上を総合的に推進するた

めの調整を図るのにふさわしい者として、高松商工会議所を組織の構成員としています。 

・第３項の規定と協議会規約第５条に基づいて、公表を行っています。 

・第４項及び第６項の規定に基づき、行政、地域経済関係者、商業者、学識者、交通事業者を構

成員として加えています。 

・第５項の規定については、協議会規約第７条第２項で参加申し出を拒めないことを定めていま

す。 

・第６項の規定については、協議会規約第７条第１項で参加を要請することができます。 

・第７項の規定に基づき、関係行政機関にオブザーバーとして協力を求めています。 

・第８項の規定に基づき、関係団体・機関を構成員として加えています。 

・第９項の規定に基づき、市が作成しようとする基本計画等に関し必要な事項の意見書の提出を

受けています。 

・第 10項の規定に基づき、協議会規約第 11条第６項で協議結果の尊重について定めています。 

・第 11項の規定に基づき、協議会の運営に関し必要な事項を協議会規約で定めています。 
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(4) 中心市街地活性化協議会による意見書（写し） 

 

令和６年１１月２９日    

高松市長 大西 秀人 様 

高松市中心市街地活性化協議会  

会長 佃 昌道  

 

第４期高松市中心市街地活性化基本計画（案）に対する意見書 

 

中心市街地活性化に関する法律第 15 条第 9 項の規定に基づき、第 4 期高松市中心市街地活性

化基本計画（案）に対する意見を提出します。 

 記 

１．はじめに 

高松市は、恵まれた風土と地理的優位性を活かし、四国の中枢拠点都市として発展してまいりまし

た。高松市がさらなる発展をしていくためには、市全体の活性化が是非とも必要であり、とりもなおさ

ず中心市街地の活性化が重要であります。 

このため、高松市においては、高松市中心市街地活性化基本計画（以下、「計画」という。）を策定し、

平成 19 年５月に第１期計画、平成 25 年６月に第２期計画、令和元年６月に第３期計画が内閣総理大

臣の認定を受け、官・民・学が連携して鋭意各種事業を協働で実施してきたところであります。 

しかしながら、「来まい・住みまい・楽しみまい―コンパクト・エコシティ たかまつ―」をコンセプ

トとした第３期計画は、５つの目標指標を掲げておりましたが、コロナ禍の影響もあり、そのうち４つ

は目標達成に至りませんでした。 

このような状況の中、高松市において策定されようとする第４期計画（案）について、本協議会は、

行政及び幅広い団体等からの委員により、多面的・多角的な観点から協議を進めてきたところであり

ます。アフターコロナにおけるインバウンドの大幅な増加や経済活動の活発化が期待されていること

を踏まえ、これまでの計画の成果の検証による課題を認識しつつ、第４期計画（案）のコンセプトを念

頭に置き、協議を行った結果、次のとおり意見を具申いたします。 

 

２．本協議会の意見 

 第４期計画（案）は、第１期計画から第３期計画による成果の検証と今後の課題に基づき計画を検討

し、「みんなが訪れたくなる中心市街地」、「みんなが巡ってみたくなる中心市街地」、「みんなが住みた

くなる中心市街地」、「これからも持続的に成長する中心市街地」の４点を目標として掲げ、明確な将来

の方向性を示すとともに、実現可能な目標と目標値も設定されています。 

 またその実現に向け、高松 T ゾーンの横軸と高松中央商店街を含めた縦軸との連携による活性化に

向けたハード・ソフト事業の両面から具体的な取り組みが提示されていることから、この４期計画（案）

が円滑かつ着実に実施されることにより、中心市街地の活性化に大きく寄与するものと考えます。 

 以上のことから、当協議会は、４期計画（案）の内容につき、概ね妥当であると判断いたします。 

なお、掲載されていない事業が具現化した場合は、適宜、当計画への追加を行う等、柔軟な対応をお

願いいたします。 

本協議会としては、今後、この４期計画（案）が実効性のあるものとするために、担当者レベルでの

定期的な情報共有・協議により、課題解決に向けた検討や、各種事業の進捗を進行管理していくことと

しており、官・民・学が一層連携し、一体的に各種事業を協働で進めていくことが重要であると考えて

おりますので、本協議会の運営に対し、今後とも積極的な支援を要望いたします。 
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(5) 高松市中心市街地活性化協議会の規約  

 

高松市中心市街地活性化協議会規約 

 

（設置） 

第１条 高松商工会議所及び高松丸亀町まちづくり株式会社（以下「設置者」という。）は、

中心市街地の活性化に関する法律（平成 10年法律第 92号）（以下｢法｣という。）第 15条第

１項の規定に基づき、中心市街地活性化協議会を設置する。 

（名称） 

第２条 前条に規定する中心市街地活性化協議会は、「高松市中心市街地活性化協議会（以下

「協議会」という。）」と称する。 

（事務所） 

第３条 協議会は、事務所を香川県高松市番町二丁目２番２号 高松商工会議所内に置く。 

（目的） 

第４条 協議会は、地域における社会的・経済的及び文化的活動の根拠となるにふさわしい

魅力ある市街地の形成を図るため、その実施に必要な事項に係る協議を行うことを目的と

する。 

（公告の方法） 

第５条 協議会の公告は、高松市の広報への掲載の他、必要があると認めるときは、四国新

聞掲載等によりこれを行うものとする。 

（事業） 

第６条 協議会は、その目的を達成するため、次の事業を行う。 

(１) 中心市街地の活性化に係る総合調整に関すること 

ア 高松市が作成する中心市街地活性化基本計画並びに認定基本計画及びその実施に関

し必要な事項についての意見提出 

イ 高松市中心市街地の活性化に関する事業の総合調整 

ウ 高松市中心市街地の活性化に関する構成員相互の意見及び情報交換 

エ 高松市中心市街地の活性化に寄与する調査研究の実施 

オ 中心市街地活性化のための勉強会、研修及び情報交換 

カ 協議会の構成員及び地域向けの情報発信（会報の発行、ホームページ開設、メールマ

ガジン配信） 

キ その他協議会の設立の趣旨に沿った活動の企画及び実施 

(２) 中心市街地の活性化に係る事業に関すること 

ア 市街地整備改善事業に関すること 

イ 都市福利施設整備事業に関すること 

ウ 街なか居住促進事業に関すること 

エ 商業活性化に関すること 

オ 都市交通の整備事業に関すること   
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(３) その他中心市街地の活性化に関すること 

（構成員、委員） 

第７条 協議会は、次の者をもって構成し、委員は、その役･職員のうちから設置者が委嘱する。 

(1) 高松商工会議所 

(2) 高松丸亀町まちづくり株式会社 

(3) 香川県 

(4) 高松市 

(5) 法第 15条第４項第１号及び第２号の規定に該当する者 

(6) 前各号に掲げるもののほか、協議会において特に必要があると認める者 

２ 前項第５号に該当する者であって、協議会の構成員でないものは、自己を協議会の構成

員として加えるよう協議会に申し出ることができる。この場合においては、協議会は、正

当な理由がある場合を除き、当該申し出を拒むことができない。 

３ 前項の申し出により協議会の構成員となった者は、第１項第５号に規定するものでなく

なったとき、又はなくなったと認められるときは、協議会を脱会するものとする。 

４ 委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

５ 委員は、非常勤とする。 

（会長、副会長、監事） 

第８条 協議会に、会長１人、副会長２人及び監事２人を置く。 

２ 会長及び監事は、委員の互選による。 

３ 副会長は、会長が指名する者をもって充てる。 

４ 補欠で選任された会長及び監事並びに指名された副会長は、前任者の残任期間在任する。 

５ 会長、副会長及び監事は、任期終了後、後任者の就任するまで引き続きその職務を行う

ものとする。 

（職務） 

第９条 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

３ 委員は、協議会の運営のための活動を行う。 

４ 監事は、協議会の会計を監査し、その結果を会長に報告する。 

（事務局） 

第 10条 協議会の事務を処理するために、事務局を置く。 

２ 事務局の運営に必要な事項は、高松商工会議所が処理する。 

（会議） 

第 11条 協議会の会議は、（以下「会議」という。）は、会長が召集する。 

２ 会長は、委員の４分の１以上の者から会議の招集の請求があるときは、会議を招集しな

ければならない。 

３ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことができない。 

４ 会長は、会議の議長となる。 
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５ 会議の議事は、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

６ 協議会の構成員は、会議において協議が調った事項について、その協議結果を尊重しな

ければならない。 

（ワーキンググループの設置） 

第 12条 協議会の協議・検討に必要な事項について調査または研究を行うために、協議会 

にワーキンググループを置くことができる。 

２ ワーキンググループの組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 

（アドバイザーの設置） 

第 13条 協議会の協議・検討に必要な事項について助言を得るため、専門家等のアドバイザ

ーを置くことができる。 

（オブザーバーの設置） 

第 14条 協議会は、必要に応じて意見を求めるためにオブザーバーを置くことができる。 

（会計年度） 

第 15条 協議会の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月 31日までとする。 

（経費の負担） 

第 16条 協議会に要する経費は、寄附金、補助金、助成金及びその他の収入により充てるも

のとする。 

（解散） 

第 17条 協議会の議決に基づいて解散する場合は、構成員の４分の３以上の同意を得なけれ

ばならない。 

２ 解散した場合においては、協議会の収支は、解散の日をもって打ち切り、高松商工会議

所が清算する。 

（補則） 

第 18条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項については、会長が

会議に諮って定める。 

 

附   則 

１ この規約は、平成 18年 11月１日から施行する。 

２ 協議会設置時の委員の任期は、第７条第４項の規定にかかわらず､平成 20年３月 31日ま

でとする。 

 

附   則 

この規約は、平成 26年４月１日から施行する。 
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[３] 基本計画に基づく事業及び措置の一体的推進等 

 

(1) 客観的現状分析、ニーズ分析に基づく事業及び措置の集中実施 

1)  統計的データの客観的な把握・分析 

   統計的データの客観的な把握・分析は、「１．中心市街地の活性化に関する基本的な方針」

の「これまでの中心市街地活性化に関する取組の検証」において、統計的データを基に、地

域の現状を把握し、分析を行っています。 

 

2)  地域住民のニーズの客観的な把握・分析 

   統計的データの客観的な把握・分析は、「１．中心市街地の活性化に関する基本的な方針」

の「これまでの中心市街地活性化に関する取組の検証」において、中心市街地の利用者や観

光施設の来訪者を対象にして聞き取り調査を実施し、今後の活性化の対象者のニーズを把握

し、分析を行っています。 

 

3)  第３期計画に基づく取組の把握・分析 

   第３期計画に基づく取組の把握・分析は、「１．中心市街地の活性化に関する基本的な方針」

の「これまでの中心市街地活性化に関する取組の検証」において、第３期計画の取組状況を

把握し、分析を行っています。 

 

 

(2) 様々な主体の巻き込み及び各種事業等との連携・調整 

   基本計画の各種事業を推進していくためには、中心市街地活性化協議会が中核となり、様々

な主体と連携を図りながら、各主体が積極的に責任を持って活性化の取組を推進していくよう

に調整を行います。 

 

1)  高松商工会議所との連携・調整 

   中心市街地活性化協議会の共同設立者である高松商工会議所は、協議会の構成員との意見

交換に加え、商工会議所のメンバーからの意見も踏まえ、基本計画の各種事業の立案を図る

とともに、各種事業の実施における側面的な支援を行うなど、事業推進を図る中でも、連携・

調整を行う役割を担っていくものとします。 

 

2)  高松丸亀町まちづくり株式会社との連携・調整 

   高松商工会議所とともに中心市街地活性化協議会の共同設立者である高松丸亀町まちづく

り株式会社は、実施主体となる各種事業を積極的に推進していくことで、中心市街地活性化

の先導的な役割を担うとともに、商店街における各種事業についても適切な支援を行うなど

商店街と地域をつなぐ調整などを行っていくものとします。 
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3)  各商店街組合等との連携・調整 

   中心市街地活性化協議会の構成員であり、中心市街地活性化基本計画における各種事業の

実施主体である各商店街振興組合は、中心市街地の利用者ニーズを積極的に計画策定段階か

ら反映されるように調整を図るとともに、各種事業の実施段階においても商店街振興組合の

組織を超えた連携を図っていくものとします。 

 

4)  パブリックコメントの実施 

   中心市街地活性化基本計画を推進していくためには、市民の理解と協力が欠かせない要素

となることから、市民に対して広く意見を聴取し、計画への理解を深め、今後の各種事業の

円滑な推進を図るため、パブリックコメントを令和６年 10 月３日～11 月５日に実施しまし

た。 
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